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第１章 大陸棚限界委員会による勧告前の延長大陸棚の法的地位 

 

坂巻 静佳 

 

Ⅰ はじめに 

 国連海洋法条約（以下、UNCLOS と略す）は、その 76 条 8 項において、沿岸国が 200

海里以遠の大陸棚（以下、延長大陸棚とする）について主権的権利を取得するための一定

の手続を規定した。同条によれば、延長大陸棚に対する主権的権利を取得することを希望

する沿岸国は、まず、「大陸棚の限界に関する委員会」（the Commission on the Limits of the 

Continental Shelf : CLCS）に大陸棚の限界に関する情報を提出しなければならない。CLCS

は、沿岸国からの申請を受けて、大陸棚の外延の限界の設定について申請国に勧告を行う。

そして、CLCS から出された勧告に基づいて沿岸国が大陸棚の限界を設定すると、その限

界は「最終的なもの」となり、かつ「拘束力を有する」ことになる。この手続は、同 76

条 4 項以下に規定される大陸棚の幅に関する複雑な基準の適用を支援するために挿入され

たものである。 

 CLCS による検討には一定の時間がかかるところ、起草時に想定していたよりも多くの

申請が寄せられ
1
、2017 年 1 月現在、沿岸国が CLCS に申請をしてから勧告が出されるま

で、平均して 2 年以上の時間がかかる事態が生じている。その結果、沿岸国の基線から 200

海里以遠の多くの海底において、沿岸国の延長大陸棚であるのか、はたまた深海底（the Area）

であるのか、海域の性格が定まらない状況が継続している。 

 そこで本稿においては、沿岸国が CLCS に申請を付託後、勧告に基づき延長大陸棚の限

界を設定する以前の、延長大陸棚の法的地位について取り上げることとする。具体的には、

沿岸国は、CLCS に申請を付託後、CLCS から勧告を受領する前に、200 海里以遠の大陸棚

において主権的権利を行使することができるのか、また、国際海底機構（International Seabed 

Authority：ISA）に、CLCS への申請の対象となっている海底を含む区域について概要調査

（prospecting）又は探査（exploration）の申請が提出された場合、ISA はどのように対処し

うるか検討する。まず前提として、延長大陸棚の限界の設定に関する UNCLOS の条文を概

観し（Ⅱ）、そこで CLCS の果たしている役割を確認する（Ⅲ）。その上で、CLCS に申請

後・勧告前の当該海域の法的地位について検討することとする（Ⅳ）。 

 本稿においては、大陸棚の限界設定、つまり大陸棚と深海底との間の境界設定（delineation）

のみを検討の対象とする。沿岸国と第三国の大陸棚が重複する場合の境界画定（delimitation）

は対象としない
2
。 
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Ⅱ 国連海洋法条約における大陸棚の限界設定 

 UNCLOS は、沿岸国に一律 200 海里の大陸棚に対する権原を付与するとともに、CLCS

に申請し、その勧告に基づいて限界を設定することによって、それ以遠の大陸棚に対して

も権原を有することを認めた（１）。しかし 2017 年現在、CLCS から勧告を得るには多大

なる時間がかかる状況にある（２）。また、CLCS は、紛争がある場合は紛争の全当事国の

同意がなければ検討を回避する等しており、この状況が継続する限り、大陸棚のすべての

限界の最終的な確定にはかなりの時間がかかることが見込まれる（３）。 

 

1 延長大陸棚とその限界の設定 

 UNCLOS の採択以前、大陸棚の限界の一部は永遠に未確定な状態に留め置かれていた
3
。

1958 年大陸棚条約は、その 1 条において、同条約の適用上、大陸棚を「水深が 200m まで

のもの、又は水深がその限度を超える場合には、上部水域の水深が前記海底区域の天然資

源の開発を可能にするところまでのもの」と定義した。海底区域の天然資源を開発できる

範囲は科学技術の進歩とともに拡大していくため、水深が 200m を超える場合、沿岸国の

大陸棚の限界は漸進的に延長されていくこととなった。 

 UNCLOS は 76 条 1 項で、沿岸国の大陸棚を、「その領土の自然の延長をたどって大陸縁

辺部の外縁に至るまでのもの又は、大陸縁辺部の外縁が領海の幅を測定するための基線か

ら 200 海里の距離まで延びていない場合には、当該沿岸国の領海を越える海面下の区域の

海底及びその下であって当該基線から 200 海里の距離までのもの」と定義し、沿岸国は少

なくとも基線から 200 海里の大陸棚に対して、天然資源の開発等のための主権的権利を行

使することができることを確定した（同 77 条 1 項等）。 

 そして基線から 200 海里以遠の大陸棚の限界については、UNCLOS76 条 4 項にその設定

のための複雑な基準をおいた。 

 

4 (a) この条約の適用上、沿岸国は、大陸縁辺部が領海の幅を測定するための基線か

ら 200 海里を超えて延びている場合には、次のいずれかの線により大陸縁辺部の

外縁を設定する。 

(i) ある点における堆積岩の厚さが当該点から大陸斜面の脚部までの最短距離の

1％以上であるとの要件を満たすときにこのような点のうち最も外側のものを

用いて 7 の規定に従って引いた線 

(ii) 大陸斜面の脚部から 60 海里を超えない点を用いて 7 の規定に従って引いた

線 
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(b) 大陸斜面の脚部は、反証のない限り、当該大陸斜面の基部における勾配が最も

変化する点とする。 

 

ここで参照される同 7 項は、延長大陸棚の限界線は「経緯度によって定める点を結ぶ 60

海里を超えない長さの直線」によって引かなければならないと規定する。そして、この基

準に従って引いた大陸棚の限界線は、基線から 350 海里を超えたり、2500m の水深を結ぶ

2500m 等深線から 100 海里を超えたりしてはならないとされている（同 5 項）。 

 UNCLOS は、この複雑な基準に基づく大陸棚の限界の設定を機能させるために、地質学、

地球物理学又は水路測量学の専門家からなる「大陸棚の限界に関する委員会」（CLCS）が

（同附属書Ⅱ第 2 条）、沿岸国の申請に基づいて当該基準を適用するという画期的な手続を

確立した
4
。76条 8項は、200海里以遠の大陸棚の限界の設定を希望する沿岸国に対しては、

CLCS に大陸棚の限界に関する情報の提供することを、CLCS に対しては、延長大陸棚の限

界の設定に関する事項について沿岸国に勧告を行うことを義務づける。そしてその上で、

沿岸国によってその勧告に基づいて設定した延長大陸棚の限界は、「最終的なものとし、か

つ、拘束力を有する」とした。 

 

2 延長大陸棚の限界設定の現状 

 2017 年 1 月現在、申請して CLCS から勧告を受け取るまでには極めて長い時間がかかる

状況にある。2016 年 10 月 28日までに、CLCS に対して 77 の申請があった
5
。2001 年にロ

シアが CLCS に最初に申請を付託して以来およそ 16 年が経過したが、CLCS はこの間 26

の勧告を出したにとどまる。直近では、2015 年にパキスタンに対して、2016 年 3 月にアル

ゼンチンとアイスランドに対して、同年 8 月にウルグアイとクック諸島に対して勧告を出

したが、パキスタンに勧告を出すまでには 5 年 10 か月余り、アルゼンチンとアイスランド

に勧告を出すまでには 6 年 10 か月余り、ウルグアイとクック諸島に勧告を出すまでには 7

年 4か月余りの時間がかかっている。CLCSへの申請付託から勧告を得るまでの時間は徐々

に延びてきており、現在申請を付託している諸国が勧告を得るまでにはかなりの時間がか

かることが予測される。しかも、UNCLOS の附属書Ⅱの 6 条 3 項によれば、出された勧告

を受け入れがたい場合、沿岸国は CLCS に再度申請し直すほかない
6
。 

 さらに、2017 年 1 月現在、将来の付託を前提とする予備的情報の提供が 10 以上存在す

る
7
。加えて、同附属書Ⅱの 4 条にあるように、CLCS に対する申請は UNCLOS が当該国

に効力を発生してから 10 年以内に提出すればよいので、アゼルバイジャン（2016 年 6 月

16日発効。以下同じ。）、パレスチナ（2015 年 1 月 2日）、東ティモール（2013 年 1 月 8日）、
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エクアドル（2012 年 9 月 24日）、タイ（2011 年 5 月 15日）、ドミニカ共和国（2009 年 7

月 10 日）、リベリア（2008 年 9 月 25 日）といった諸国や8
、米国その他の現在 UNCLOS

に加盟していない諸国が、UNCLOS加盟後に CLCS に申請を提出する可能性がある。すべ

ての国について延長大陸棚の限界が設定し終わるのは、当分先ということである。 

 

3 大陸棚限界委員会による自己抑制 

 加えて、仮に申請したとしても国家は必ず CLCS から勧告を得られるというわけではな

い。CLCS は、手続規則 46 の 1 項で、「向かい合っているか若しくは隣接している国家間

の大陸棚の境界画定に紛争がある場合、又は、陸又は海に関する未解決の紛争がある場合、

情報提供は当該規則の附属書 I に従って･･････検討されなければならない。」と規定し、附

属書 I の 5(a)で以下のように定めた。 

 

5 (a) 陸又は海に関する紛争（a land or maritime dispute）が存在する場合、委員会は、

当該紛争に関わるいずれの国家により提出された申請も、検討したり勘案したり

してはならない。ただし、そのような紛争の当事者たるすべての国が事前に同意

した場合は、委員会は紛争下にある地域における一又は二以上の申請を検討する

ことができる。 

 

 以上の規則によれば、陸又は海に関する紛争があり、その紛争の当事国から CLCS に申

請が出された場合、CLCS は全紛争当事国の同意がない限り検討しないし、当然勧告も出

さないということになる。実際、CLCS は、ミャンマーの申請に対し、附属書 I の 5(a)を援

用した当該申請区域には紛争が存在するとの口上書がバングラデシュより提出されたこと

等を考慮し
9
、当該地域には紛争が存在するが、全関係国の同意がないので、本申請につい

て小委員会を設立することは延期するとした
10
。アルゼンチンの申請に対しても、英国か

ら提出されたフォークランド島等に英国が領有権を有する旨の口上書等を考慮し、「委員会

は、手続規則に従い、紛争下にある申請の部分を検討したり勘案したりすることはできな

い」と決定している
11
。 

 また、申請された大陸棚に関わり紛争があるとの口上書が第三国から提出された場合、

CLCS は、とくに附属書 I の 5(a)を適用することも紛争の存在を認定することもなく、「申

請及び口上書のさらなる検討を延期する（defer）ことを決定した」との判断を示してきた
12
。

日本の申請した九州・パラオ海嶺南部海域に関する勧告については、同じく附属書 I の 5(a)

への言及も紛争の存在の認定もなく、中国及び韓国から提出された、沖ノ鳥島は岩であり、
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同島の法的地位の判断には UNCLOS121 条の解釈が問題になるとの口上書を考慮し、これ

らの口上書で言及された「事項（matters）が解決するまで、CLCS は行動できる立場にな

い（not be in a position to take action）」として、勧告を出すことを控えている
13
。 

 しかし、UNCLOS は陸又は海に関する紛争の存在を判断する権限を CLCS に明示的に付

与しておらず、CLCS にそのような権限があるのか必ずしも明らかではない
14
。またそもそ

も陸又は海に関する紛争が存在する場合に CLCS が検討を延期することは、UNCLOS の規

定上予定されていない。CLCS の手続規則附属書 I の 5(a)は、UNCLOS が CLCS に付与し

た権限を CLCS が自ら制限しているように読める。仮にそうであるとして、CLCS はなぜ

そのような手続規則を採択できるのか、その根拠は明らかとは言い難い
15
。当該条文と

UNCLOS の整合性には疑わしさが残る
16
。 

 CLCS が申請の検討を延期し又はその立場にないとした場合、例えば陸又は海に関する

紛争が存在するとされたのであれば、紛争の当事者たるすべての国が同意するまで、申請

を CLCS で検討してもらうことはできない。容易に想像できることであるが、紛争当事者

たるすべての国の同意を得ることはきわめて困難である。CLCS から勧告を得られないの

であれば、紛争当事者間で延長大陸棚を含めて境界を画定してしまうことも考えられるが、

各国の延長大陸棚の範囲は境界画定合意に至るための重要な要素でありえ、勧告が得られ

ないことにより、当事国間での合意にも至り難いという状況も生み出しうる。仮に境界画

定合意に至れたとしても、その後出された CLCS の勧告により、合意の前提となった延長

大陸棚の範囲に誤りがあったことが明らかになれば、再度合意し直す必要も生じうる。 

 

 以上に示したように、2017 年現在、CLCS に申請を提出しても、いつまでも勧告を得ら

れず、200 海里以遠の大陸棚の範囲が確定しないという事態が生じている。申請を提出し

た国が CLCS から勧告を得るのは、今後もしばらく先になる可能性が高い。しかも申請を

提出しても、必ず勧告を得られるとは限らない。すべての沿岸国が大陸棚の限界を設定し

終えるまでには、かなりの時間がかかることが予測される。 

 

Ⅲ 大陸棚限界委員会の役割 

 CLCS が出すのはあくまでも勧告にとどまるが、勧告に基づき沿岸国によって設定され

ることを通じて、その限界は「最終的」で「拘束力を有する」という意味において、CLCS

は延長大陸棚の限界の設定について重要な役割を果たしているといえる
17
。この点、国際

海洋法裁判所（ITLOS）は、バングラデシュ／ミャンマー事件判決において、沿岸国によ

る延長大陸棚の限界の設定は一方的行為であるが、「その限界の第三国に関わる対抗力



第１章 大陸棚限界委員会による勧告前の延長大陸棚の法的地位 

 －12－

（opposability）は、76 条に規定される要件の充足、とりわけ、200 海里以遠の大陸棚の限

界に関する情報を委員会に付託する義務の沿岸国による遵守と、当該案件に関する委員会

による勧告の発行に依拠する。」と述べた
18
。 

 ただし、CLCS の手続は大陸棚の限界の設定に関わるものであり、大陸棚の権原に関わ

るものではない。国際司法裁判所（ICJ）は北海大陸棚事件判決において、沿岸国の大陸棚

に対する権利を「自然の延長」の概念に根拠づけ
19
、海洋への陸地の自然の延長を構成す

る大陸棚に対する沿岸国の権利は、「陸地に対するその主権により、事実の故に当然にかつ

原初的に（ipso facto and ab initio）」存在すると述べた
20
。そして、大陸棚に対する主権的権

利は沿岸国の「固有の権利（an inherent right）」であり、その行使のために特別な法手続も

特別な法行為も不要であるとした
21
。ITLOS もバングラデシュ／ミャンマー事件判決のな

かで、前述の指摘に続けて、北海大陸棚事件判決の判示が条文化された UNCLOS77 条 3

項を引用し、大陸棚に対する権原は手続的要件に依拠するものではないことを強調した
22
。 

 さらに ITLOS はバングラデシュ／ミャンマー事件判決において、大陸棚に対する沿岸国

の権利の法的性質は、延長大陸棚についても変わらないことを明言した。ITLOS は、「法

的には、内側の大陸棚と別の延長大陸棚というよりもむしろ、単一の『大陸棚』のみが存

在している。」と述べた上で
23
、基線から 200 海里以遠の大陸棚について、「沿岸国の大陸

棚に対する権原は、陸に対して権原、つまり主権が存在しているとの事実のみから存在」

し、「限界の設定を要するものではない」と判示した
24
。つまり、延長大陸棚の権原の根拠

も陸地に対する主権に依り、延長大陸棚に対する権原も事実の故に当然にかつ原初的に存

在するので、沿岸国は限界を設定する行為なく延長大陸棚に対する権原を有するというこ

とである。それゆえ、延長大陸棚の限界を設定しうるのもあくまでも沿岸国であり
25
、CLCS

はそれに関わる勧告を為しうるにとどまる。 

 以上から明らかであるように、CLCS の役割及び機能は、沿岸国の延長大陸棚の限界を

設定することでも、沿岸国に延長大陸棚に対する権利を付与することでもない。CLCS は

固有の権原の地理的限界を特定する際に重要な役割を果たすが、延長大陸棚に対する沿岸

国の権原は CLCS の手続とは無関係である。沿岸国が CLCS の勧告に基づいて限界を設定

していない期間も、沿岸国は 200 海里以遠の大陸棚に対して権原を有している。CLCS の

勧告に基づき限界を設定するまで、その限界は未確定な状態が継続しているというだけで

ある。このことは、200 海里以遠の大陸棚を含む海洋境界画定については、CLCS に申請が

付託されることなく、二国間条約が多数締結されてきたこと等からも裏付けられる
26
。 
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Ⅳ 大陸棚限界委員会の勧告に基づく限界設定前の大陸棚における権利の行使 

 大陸棚の限界設定は深海底の範囲の確定でもあるため、200 海里以遠での活動の法的評

価は、CLCS の勧告に基づく沿岸国による限界設定まで定まらない（１）。それゆえ、沿岸

国より CLCS に申請は提出されたが勧告は出されていないという状況において、沿岸国は

当該海底について何かできるのか（２）、仮に当該海底は深海底であるとの見解に基づいて、

第三国から ISA に深海底における概要調査又は探査の申請が提出された場合、ISA はどの

ようにすべきかが問題になる（３）。 

 

1 大陸棚の限界設定前の 200 海里以遠の活動に関する問題状況 

 大陸棚は深海底とその限界を共有する。沿岸国が CLCS の勧告に基づいて延長大陸棚の

限界を設定すると同時に、深海底の範囲は確定する。両者は境界を共有するものの、

UNCLOS の下で、大陸棚と深海底には全く異なる制度が確立されている。大陸棚に対して

は、77 条に規定されるように、天然資源の探査及び開発に関する主権的権利を行使するこ

とが沿岸国に認められている。それに対し深海底については、136 条で「深海底及びその

資源は、人類の共同の財産である。」と規定され、137 条 1 項で「いずれの国も深海底又は

その資源のいかなる部分についても主権又は主権的権利を主張し又は行使してはならず、

また、いずれの国又は自然人若しくは法人も深海底又はその資源のいかなる部分も専有し

てはならない。」と定められている。139 条 1 項は、締約国は深海底における活動を第 11

部 133 条以下の規定に適合して行う義務を負うと定め、2 項で第 11 部の義務の不履行に

よって生ずる責任を締約国に課す。 

 つまり、延長大陸棚の限界が設定されるまで、大陸棚と深海底との間の境界は未決であ

り、深海底の範囲は確定しない。その帰結として、200 海里以遠の大陸棚での活動の法的

評価は、CLCS の勧告に基づく沿岸国による限界設定まで定まらない。大陸棚（つまり深

海底）の範囲が未確定の状況において、沿岸国が一方的に当該海底で天然資源の探査又は

開発を実施した場合、その後設定された限界によっては、当該行為は 137 条 1 項の違反を

構成し、139 条 2 項の下でそれによる損害について責任が発生する可能性がある。また、

沿岸国が限界を設定していない海域について、国家による概要調査の通知又は探査の申請

を ISA が承認し、それに基づいて国家が調査又は探査を実施した後でその海域が延長大陸

棚に含まれることが CLCS の勧告により判明して、その調査又は探査が沿岸国の主権的権

利の侵害を構成することが明らかになる可能性もある。 

 しかし、前述したように、延長大陸棚の限界が設定し終わり、深海底の範囲が確定する

のは当分先となる。このような状況において、沿岸国が、CLCS に提出した申請の対象と
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なっている海底について、天然資源の探査又は開発等を実施したいと考えるのは不自然と

はいえない。また、第三国が ISA に対して、当該海底を含む海域について概要調査又は探

査を申請する可能性も否定できない。では、沿岸国が CLCS に申請を付託後、CLCS の勧

告に基づいて延長大陸棚の限界を設定するまでの間、沿岸国は何ができるのであろうか。

また ISA はどのように判断すればよいのであろうか。  

 

2 沿岸国の実施しうる活動 

 延長大陸棚の限界を設定するまでの間、沿岸国が延長大陸棚に対して何ができるかに関

しては、限界を確定していないことは沿岸国の権原に何ら影響を与えるものではないとし

て、CLCS の勧告が出される前でも、沿岸国は主権的行為を行使できるとする立場がある
27
。

しかし、延長大陸棚は UNCLOS によって創設された制度であるから、延長大陸棚に対する

沿岸国の権原はその特別の制度の枠内で捉えるべきとする考え方もありうる。 

 2017 年 1 月現在まで、この点について実際に紛争は生じておらず、UNCLOS の解釈につ

いて明確な結論を出すことは困難と言わざるをえない。延長大陸棚制度が UNCLOS により

創設されていること、137 条で深海底又はその資源について主権的権利の行使は禁止され

ていることに鑑みれば、UNCLOS の遵守という観点からは、CLCS が勧告を出すまで、沿

岸国は基線から 200 海里以遠の大陸棚について主権的権利の行使を控えるのがもっとも間

違いのない方法であろう。しかし、CLCS の手続及び限界の設定とは無関係に、沿岸国は

大陸棚に対して権原を有しているのであり、CLCS の勧告前に 200 海里以遠の大陸棚に主

権的権利を行使することそれ自体が、慣習国際法又は UNCLOS 上禁止されているとまでは

言えないようにも思われる。 

 実際のところ、200 海里以遠の大陸棚のなかには、海底の形状等により、UNCLOS76 条

4～6 項の要件を満たし、沿岸国が権原を有することが、他の海域と比して明白な部分があ

る。ITLOS は、ベンガル湾の海洋境界画定が問題になったバングラデシュ／ミャンマー事

件判決のなかで、延長大陸棚の限界について CLCS で検討がなされる前に ITLOS が境界画

定を実施することを正当化しうる根拠として、「当該区域に大陸棚縁辺部が存在することに

関する重大な不確実性（significant uncertainty）」が存在しないことを挙げた
28
。加えて同判

決は、「本件における限界設定の対象は、深海底からはるか遠くに位置している」と指摘し

ている
29
。同様に評価しうる 200 海里以遠の大陸棚に対し、CLCS が勧告を出す前に沿岸国

が主権的権利を行使しても、後にそれが 137 条 1 項の違反を構成する可能性は低いと考え

られる。Churchill はこのような考え方を支持し、CLCS への申請から勧告の受領までの間、

「沿岸国は、基線から 200 海里以遠の区域が当該国の延長大陸棚を構成することに『重大
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な不確実性』が存在しない場合に、その海域において大陸棚に関する権利を行使すること

ができる（may）」と述べている
30
。 

 しかし、海底の物理的形状に関し、ベンガル湾はきわめて例外的な事例であり、当事者

も裁判所もその理解を共有していた
31
。同程度に不確実性のない場合はかなり限定されよ

う。また、延長大陸棚を構成することに「重大な不確実性」が存在しないとの沿岸国によ

る一方的評価が、国際裁判の判断と同視されうる根拠は明らかではない。自国が権利を有

すると善意で（in good faith）信じても当該国の権利は創出されえない。沿岸国が延長大陸

棚に対する権原に「重大な不確実性」がないと信じていても、当該海域に主権的権利又は

管轄権を行使することは正当化されない。仮に真に大陸棚縁辺部の存在に「重大な不確実

性」が存在しなくとも、CLCS の調査・検討によりその後その区域が深海底と判断される

ことは当然にありうる。CLCS の勧告受領前の沿岸国による延長大陸棚での主権的権利の

行使は常に、UNCLOS の違反又は他国の主権的権利の侵害を構成し、自国の主権的権利等

を侵害されたとする国家との間で紛争を生じる可能性がある
32
。 

 大陸棚の境界未画定海域と限界未設定海域は、いずれも後に沿岸国の海域になりうる可

能性があるという点において共通していることから、境界未画定海域における権限行使の

考え方を限界未設定海域にも準用しうるかもしれない
33
。境界未画定海域については、エー

ゲ海大陸棚事件 ICJ 判決及びガイアナ／スリナム仲裁判断において、鉱物資源の地震探査

のような、海洋環境に恒久的な物理的変更を生じさせない一時的な性質の活動であれば、

そのような海域においても実施しうると判示されている
34
。この基準に依れば、沿岸国は、

CLCS の勧告受領前であっても、延長大陸棚の権原の存在に「重大な不確実性」があるか

否かを問わず、基線から 200 海里以遠の大陸棚の限界未設定海域において、海洋環境に恒

久的な物理的変更を生じさせない一時的な性質の活動は実施しうるといえることになる。 

 しかし、大陸棚の境界未画定海域においては、いずれかの国家が当該海域に対して権原

を有していること自体は確定しているのに対し、大陸棚の限界未設定海域においては、沿

岸国の権原の存在それ自体未確定にとどまる。前者の大陸棚の境界未画定海域における沿

岸国による権限の行使は、沿岸国の大陸棚に対する権原の存在を前提としており、

UNCLOS83 条 3 項の「最終的な合意への到達を危うくし妨げない」義務との関係で相手国

との間で問題となるにすぎない。それに対し、後者の大陸棚の限界未設定海域における沿

岸国による権限の行使は、必ずしも沿岸国の権原の存在を前提としない。沿岸国が権原を

有する大陸棚の範囲は CLCS の勧告が出されるまで最終的には決まらず、勧告受領前の大

陸棚の限界未設定海域における権限の行使は常に、勧告が出された後で、権原無き海域に

おいて実施されていたと判明する危険性を伴う。そして仮にその区域が深海底であるとな
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れば、沿岸国による主権的権利の行使は同 137 条 1 項の違反を構成する。また仮にその区

域が他国の大陸棚であるとすれば、当該他国の主権的権利の侵害を構成する。したがって、

大陸棚の限界未設定海域において沿岸国に権限の行使が認められるか否か、認められると

していかなる行為が認められるかについて、境界未画定海域において沿岸国に認められる

権限行使に関する基準を類推するには、一定の留保が必要と思われる。 

 ただし、深海底において、概要調査はそもそも同一区域内で複数者が実施することが予

定されているので（UNCLOS 附属書Ⅲ「概要調査、探査及び開発の基本的な条件」2 条 1

項(c)）、そこで満たすべき手続を満たしてさえいれば、沿岸国が CLCS の勧告が出される

前に概要調査を実施していた海域が後に深海底であると判明しても、少なくとも

UNCLOS139 条 2 項でいうところの損害は発生していないと判断される余地がある。

UNCLOS附属書Ⅲの 2 条 1 項(b)によると、国家が深海底において鉱物資源の概要調査を実

施する際は、UNCLOS及び関連規則等の遵守を保証する書面を ISA に対して提出するとと

もに、ISA に概要調査を実施する場所を通知しなければならない。したがって、国家は、

限界未設定の延長大陸棚で概要調査を実施する前に、ISA に対してこのような保証を提供

するとともに調査場所を通知し、かつ、鉱業規則その他の関連規則に従って調査を実施し

ていれば、後にそこが深海底と判明しても、その調査による国際法違反を回避できる可能

性がある
35
。ただし、Churchill も指摘するように、沿岸国はこの通知その他の行動が予防

的な措置であって、関連する海域の法的地位に影響を与えるものではないことを明示して

おく必要がある
36
。 

 

3 国際海底機構のとりうる対応 

 CLCS に申請が出されたものの勧告は出ておらず、大陸棚の限界も設定されていない海

底を含む区域について、当該海域が深海底であると考える国家より、ISA に対して深海底

に関する概要調査が通知され
37
、又は、探査の申請が提出された場合

38
、ISA はどのように

対処すべきであろうか
39
。「地質学的に、ISA の興味をひく主な天然資源は、潜在的に大陸

棚となる区域の外側で見つかっており、ISA がそのような区域に関心を有する可能性はき

わめて小さい。」との指摘もあり
40
、この問いは理論的なものに過ぎないかもしれないが、

そのような通知又は申請が付託される可能性はないとはいえない。この状況で ISA がとり

うる選択肢は、第 1 に、当該海域が深海底か否か明らかではないことに基づき、通知若し

くは申請を却下するか若しくは判断を留保するか、又は、第 2 に、当該海域が深海底か否

か考慮することなく、通知若しくは申請について手続を進めるかのどちらかである。 

 UNCLOS の規定ぶりからは第 2 の選択肢の方が適切と考えられる。まず、UNCLOS 上、
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ISA は、大陸棚の限界が設定されていない海域について、それが延長大陸棚であるか深海

底であるかを判断する立場にない。深海底は、同 1 条 1 項により、「国の管轄権の及ぶ区域

の境界の外の海底及びその下」と消極的に定義されている。ここで言う「国の管轄権の及

ぶ区域の境界」は延長大陸棚の限界であり、大陸棚の限界を設定できるのは国家のみであ

ることの帰結として、深海底の範囲もまた国家のみが確定しうる
41
。そして ISA は、大陸

棚に限界が設定されているか否か検討し又は考慮する立場にさえない。UNCLOS の下で、

国家により提出された申請を検討して大陸棚の限界を認定し、その設定を支援する任務を

担っているのは、CLCS であって ISA ではない。UNCLOS は ISA にそのような権限を付与

していないし、それをする義務も課していない。鉱業規則（Mining Code）も、概要調査の

通知又は資源探査の申請が提出された場合に、その対象海域の性質を検討する義務を ISA

に課してはいない
42
。ISA の事務局長には概要調査の通知が UNCLOS及び鉱業規則に合致

しているか検討する義務があるが
43
、そこで検討されるのは通知の様式が適切に満たされ

ているかのみである
44
。ISA の法律・技術委員会も、鉱物資源の探査の申請を審査する際

に業務計画案の対象区域の性格を検討することを予定されていない
45
。第 1 の選択肢は、

評価又は判断を回避する前提として、ISA に「対象の海域が深海底か否か」明らかにされ

ているか検討することを求める。以上の UNCLOS その他規則の規定ぶりからは、通知又は

申請の対象海域の法的地位の検討無く手続を進めるとする第 2 の選択肢の方が、条文と整

合的と評価できる。ISA に通知又は申請された対象海域の性格の問題は、深海底制度の外

で、概要調査又は資源探査の実施国とその海域を自国の大陸棚であると主張する沿岸国と

の間で、CLCS を利用したりしつつ、紛争の平和的解決の手続を通じて解決されることに

なろう。 

 ISA は概要調査の通知又は資源探査の申請の対象海域が深海底であるか否か判断する権

限をもたないので、ISA によるそれらの受理又は承認は海域の性質についての判断を含ま

ない。ISA の受理又は承認に基づいて限界未設定海域で概要調査又は資源探査を実施した

としても、沿岸国の大陸棚に対する主権的権利を侵害するおそれがある。深海底での活動

を意図する国家は、CLCS の検討状況に関する公開情報や大陸棚の限界の設定状況を検討

することで
46
、その侵害を回避することができるかもしれない。しかし、沿岸国により CLCS

に申請された延長大陸棚の範囲に、沿岸国以外の国が異論のある場合は問題となる。沿岸

国が大陸棚に対して権原を主張する場合と異なり、沿岸国以外の国家が、沿岸国により

CLCS に申請された海域が延長大陸棚であることに「重大な不確実性」がないと予測する

ことは極めて困難である。沿岸国より CLCS に申請が出されている海域で鉱物資源の概要

調査又は資源探査を実施したい国家は、実施前に当該沿岸国との間で協議をもつか、沿岸
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国の主権的権利を侵害するリスクを負って実施するかのどちらかを選択することとなろう。 

  

Ⅴ おわりに 

 CLCS が勧告を出さない限り、沿岸国が大陸棚に対して権原を有する範囲の限界は確定

しないため、CLCS の勧告前に延長大陸棚で実施される鉱物資源の概要調査、探査又は開

発は、たとえそれが実施される海域に「大陸棚縁辺部が存在することに関する重大な不確

実性」が存在しない場合であっても、またそれが海洋環境に恒久的な物理的変更を生じさ

せない一時的な性質の活動であったとしても、UNCLOS の違反を構成する可能性がある。

他方で、UNCLOS76 条 8 項は、沿岸国が CLCS の勧告に基づいて設定することで、その限

界が「最終的」かつ「拘束力を有する」ことになると規定するけれども、勧告が出されれ

ば沿岸国が大陸棚に対して権原を有する範囲は確定するので、それによって大陸棚に対す

る権原が認められた延長大陸棚において沿岸国が主権的権利を行使することは、限界設定

前でも認められる余地があろう。 

 UNCLOS 上、深海底の範囲は、沿岸国による CLCS の勧告に基づく延長大陸棚の限界設

定を通じて確定される。ISA は、限界未設定海域が沿岸国の延長大陸棚か深海底か判断す

る権限をもたず、その過程において何らの役割を果たすことも予定されていない。それゆ

え、鉱物資源の概要調査の通知や探査の申請等の対象区域が深海底か否か明らかではない

場合に、その海域の法的性格を ISA が判断することはできない。そのような状況において

ISA のとるべき対応は、限界設定の問題に触れることなく手続を進めることと考えられる。 

 このとき、大陸棚の限界が明らかでない海域について、国家が ISA に概要調査の通知又

は探査の申請を提出し、ISA の受理を受けて当該海域での調査又は探査を進めたとしても、

その選択の責任を負うのは国家である。CLCS に申請が提出されている海域や CLCS の勧

告で沿岸国の延長大陸棚と認められた海域を除外すれば、沿岸国の権利侵害を回避できる

可能性は高い。しかし、沿岸国が UNCLOS の締約国ではない場合や47
、ここ 10 年以内に

当事国になり CLCS にまだ申請を提出していない国である場合には問題が残る。 
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